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D市△○町9－8－7

F市○○町3－5－7
株式会社 △△商事 ○○○－△△△－××××

給料・賞与 9

38昭和 11 3

065 400

380 000

7 115 400 2 124 296 582 600

高松  　三郎
タカマツ　　  サブロウ

令和２年分

1147 796 83 500 33 000

　　第一表の 収入金額等 と 所得金額等 の箇所を書きます。

○　作成に当たっては、「令和２年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き
　確定申告書B用」の７ページから14ページも併せてご覧ください。

　次の事項を、【事例１】の
記載例の書き方（６ページ）
を参照して書いてください。
①　提出先、提出日、申告年
分（□□に「2」と 書 き ま
す。）、空白部分（「確定」と
書きます。）
②　住所（事業所などを含み
ます。）、マイナンバー（個
人番号）、生年月日、氏名、
職業、屋号・雅号、世帯
主の氏名、世帯主との続柄、
電話番号（市外局番から
書いてください。）
③　申告の種類（株式等の譲
渡所得等がある方は、「分
離」を「○」で囲みます。）

第三表㉙欄へ
（29ページ）

【上場株式等の配当等を受け
た場合の課税関係】
　上場株式等の配当等につ
いては、その支払の際に
20.315％（所得税及び復興特
別所得税15.315％、住民税５
％）の税率による源泉徴収
がされます。
　また、申告する場合は、
上場株式等の配当等に係る
配当所得については、総合
課税と申告分離課税のいず
れかを選択することができ
ます（※）。この場合、申告す
る上場株式等の配当等に係
る配当所得の全てについて、
総合課税と申告分離課税の
いずれかを選択する必要が
あります（62ページ参照）。
※　上場株式等の配当等に係る利
子所得は総合課税を選択する
ことはできません。

　⑬欄から㉔欄の控除額の全てが年末調整を受けた金額と
同じ場合は、⑬欄から㉔欄の記載を省略し、㉕欄に源泉徴収
票の「所得控除の額の合計額」欄の金額を記載することが
できます。
　この事例では、⑬欄、⑮欄、⑯欄、㉑～㉒欄、㉔欄の記載を省
略しています。

※　配当所得について申告分離課税を選択する場合には、
「申告書第三表」の㋣欄及び71欄に記載し、「申告書第
一表」の㋔欄及び⑤欄には記載しません。

　確定申告書の提出に当たり、源泉徴収票の添付は不
要です。
※　税務署等で確定申告書等を作成する場合には、源泉
徴収票が必要ですので、忘れずにお持ちください。

第三表⑫欄へ
（29ページ）

　　第二表を作成します。

○　作成に当たっては、【事例１】の７ページ、「令和２年分所得税及び復興特別所得税の確
定申告の手引き　確定申告書Ｂ用」の６ページ及び15ページも併せてご覧ください。

○　作成に当たっては、【事例１】８ ページをご覧ください。また、所得から差し引かれる金額 は、「令和２年分
所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き　確定申告書Ｂ用」の15ページから24ページで計算できます。

　　第一表の 所得から差し引かれる金額 の箇所を書きます。

○　所得の内訳（所得税
及び復興特別所得税の
源泉徴収税額）
　　申告する所得につい
て、源泉徴収税額がある
場合に書いてください。
　　上場株式等の配当等
については、その支払
金額に対して所得税及
び復興特別所得税15.315
％、住民税５％の合計
20.315％が源泉徴収さ
れています。所得税及
び 復 興 特 別 所 得 税
（15.315％）の税額は、「所
得の内訳（所得税及び
復興特別所得税の源泉
徴収税額）」欄の「源泉
徴収税額」欄に書いて
ください。
　　なお、申告分離課税を
選択した配当所得につ
いては、その「配当」の
文字を「○」で囲んでく
　ださい（56ページ参照）。
　　この事例の場合、特
定口座を通じて受け取
った利子及び配当につ
いては源泉徴収されて
いませんので、記入の必
要はありません。

　　　　　　　　　　　　　 第○期　配当金明細書

ご所有株式 1株当たり配当金  配当金額   所得税率 所得税額    税引後配当金額
1,000株 40.00円　    40,000円    15.315％ 6,126円 31,874円   

   住民税率 住民税額   
   ５％ 2,000円
　○○○－○○○○　Y市○○町１－３－２
株主　　　　   高松　三郎　　　　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 2 年 4 月22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ建設株式会社

　確定申告書を提出して上場株式等に係る配当
所得等の金額について申告する場合、次の書類の
添付は原則として不要です（４を除き、分配時調
整外国税相当額控除（57ページ）の適用を受ける
場合には添付が必要となる場合があります。）。
 １　上場株式配当等の支払通知書
 ２　オープン型証券投資信託の収益の分配の支
　払通知書
 ３　配当等とみなす金額に関する支払通知書
 ４　特定口座年間取引報告書
※　税務署等で確定申告書等を作成する場合に
は、これらの書類が必要ですので、忘れずにお
持ちください。

　受け取った金額とは異なり
ますので、ご注意ください。

❷

❹

第一表48欄へ
（29ページ）

○　住民税・事業税に関す
る事項
　　申告する上場株式等の
配当等の住民税（５
％）の税額は左欄の「配
当割額控除額」欄に記入
してください。
 《参考》
　「株式等譲渡所得割額控
除額」欄については、こ
の事例では源泉徴収口座
での譲渡益がありません
ので記載の必要はありま
せん。記載に当たっては
56ページを参照してくだ
さい。

第○期配当金についての明細を上
記のとおりご通知申し上げます。
本票は租税特別措置法の規定に基
づき作成する「支払通知書」
を兼ねております。

　第一表の⑬欄から㉓欄の金額が、年末
調整を受けた金額と同じ場合、これらに
対応する第二表の該当欄は、源泉徴収票
から転記する必要はありません。

❸

　申告年分、住所、氏名
などを書いてください。

　確定申告書には、毎回、マイ
ナンバー（個人番号）を記入す
る必要があります。

高松　 三郎

高松　 三郎

Ｆ市○○町　－　－

タカマツ サブロウ

D市△○町　－　－

Y市○○町　－　－

○○

タカマツ　サフ゛ロウ

高松三郎 D市△○町　－　－

L
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円

⑪

失の金額の合計額

翌年以後に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額
（⑤＋⑦＋⑧）

（　＋　＋　）

申告書第三表　へ（※2）

E Ｇ Ｉ

93

D

高松　三郎
タカマツ　　　 サブロウ

　本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額

　本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額又は分離課税配当所得等金額
本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額（③－④）

本年分の損益通算後の分離課税配当所得等金額（④－③）

種目・所得の生ずる場所

合　　　　計

利子等・配当等の収入金額（税込） 配当所得に係る負債の利子

④

⑤

⑥

円

円

円

申告書第三表　へ○ト
○a ○b

本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額
（　－　）（赤字の場合には 0 と書いてください。）

（③欄の金額≦④欄の金額の場合には０と書いてください。）
（⑵の記載がない場合には、③欄の金額を移記してください。）

（③欄の金額≧④欄の金額の場合には０と書いてください。）
（⑴の記載がない場合には、④欄の金額を移記してください。）

○a ○b

申告書第三表　へ○

△を付けて、申告書第三表　へ○70

71

（注）利子所得に係る負債の利子は控除できません。

《参考》
　純損失の繰越控除又は雑損失の繰越控除の適用を受ける方は、「申告書第三表（分離課税用）」に代えて「申
告書第四表（損失申告用）」を使用します。詳しくは、税務署にお尋ねください。

（譲渡に係る年間取引損益及び源泉徴収税額等） 源 泉 徴 収 税 額
（ 所 得 税 ）

千 円 株式等譲渡所得割額
（ 住 民 税 ）

千 円

譲 渡 区 分 ① 譲渡の対価の額
（ 収 入 金 額 ）

② 取得費及び譲渡に要した
費用の額等

③

上 場 分 千 円 千 円

特 定 信 用 分

合 計

令和 年分元 特定口座年間取引報告書２

0

0009001 0001192

00011920009001

0

　　添付書類
　この事例の場合
に、「確定申告書」
に添付する書類に
ついては、15ペー
ジの「　　添付書
類」の2を参照し
てください。

　申告年分と空白部分を右のように
書いてください。
　住所、氏名などを書いてください。
　なお、税務署から申告書が送付さ
れた方で、印字されている住所、氏
名などに誤りがありましたら、お手
数ですが訂正をお願いします。

　　第三表の分離課税の 収入金額 や 所得金額 などの箇所を書きます。

○　作成に当たっては、「特定口座年間取引報告書」及び「所得税及び復興特別所得税の確定申
告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」から転記します。

　　第三表の 税金の計算 、 その他 の箇所を書きます。

　　第一表の 税金の計算 、 その他 などの箇所を書きます。
○　作成に当たっては、【事例１】 11ページをご覧ください。
また、「令和２年分所得税及び復興特別所得税の確定申
告の手引き　確定申告書Ｂ用」の25ページから30ページも
併せてご覧ください。

　第一表の  所得金額等「⑫合計」欄に記載した金額（26ペ
ージ参照）と 所得から差し引かれる金額「㉙合計」欄に記
載した金額（26ページ参照）を転記してください。

　この事例では、特定口座開設前に
受け取ったＬ建設の配当から源泉徴
収されていた所得税及び復興特別所
得税額相当額のうち、6,042円が還
付されます。
　なお、源泉徴収されていた配当
割額控除額（住民税）については57
ページ「参考事項 ２」を参照して
ください。

「課税される所得金額」の計算

 ⑫ 欄の金額（赤字の場合は０円）　－   ㉙ 欄の金額
＝　A　として
  Aの金額が黒字の場合
　Aの金額を75欄に1,000円未満の端数を切り捨てて書い
てください（詳しくは【事例１】 10ページを参照してくだ
さい。）。
　この事例の場合、⑫欄の金額（7,115,400円）から㉙欄
の金額（2,124,296円）を差し引いた残りの金額（4,991,000円）
〔1,000円未満切捨て〕を75欄に書いてください。
  Aの金額が赤字の場合
　【事例２】 16ページを参照してください。

　69欄及び70欄の金額がいずれも1,000円未満の場合（赤
字の場合も含みます。）、78欄の記入の必要はありません。

「税額」の計算

  総合課税の所得金額に対する税額
　63ページの「２　総合課税の所得金額に対する税額の計算表」
により計算できます。
　この事例では、次のようになります。
課税される   所得税の税率 控除額  　  総合課税の所得金額
所得金額（75欄）       に対する税額
4,991,000円 × 0.2 － 427,500円 ＝ 570,700円

（83欄に書きます。）

　翌年以後に繰り越される株式等に係
る譲渡損失の金額（上場株式等に係る
繰越損失及び特定投資株式に係る繰越
損失の金額の合計額）を書きます。

　この事例の場合、「特定口座年間取
引報告書」の「①譲渡の対価の額（収
入金額）」欄からそのまま転記してくだ
さい。

※　源泉徴収口座の譲渡
所得等の金額を申告せ
ず、その源泉徴収口座
の配当所得等の金額
のみを申告する場合
で、他に申告をすべ
き上場株式等に係る
譲渡所得等の金額が
ないときは、「申告書
第三表」㋢欄及び70
欄は記入の必要はあ
りません。

特例適用条文
　この事例では、「上場
株式等に係る譲渡損失の
損益通算及び繰越控除の
特例（措法37条の12の
2）」（52ページ参照）の
適用を受けていますか
ら、「特例適用条文」欄
の「措法」を「○」で囲
み、その横のマス目に右
のように書きます。

　この事例の場合、令
和２年分の上場株式等
に係る譲渡所得等の金
額が赤字ですので、「確
定申告書付表」１面 の
⑤欄の金額に△を付け
て（ 0 の 場 合 は 0 と）
「申告書第三表」70欄に
転記してください。ま
た、「確定申告書付表」 
１面 の⑥欄の金額は、
「申告書第三表」71欄に
転記してください。

転
記
し
ま
す
。

❺ ❻

確定申告書付表（2面上部）

❼
Ｗ証券大手支店
Ｌ建設株式会社

2 92 8


